
県民税の均等割のみ申告される法人様（※）へ 

 

※熊本県において、収益事業を行わない公益法人等 

 

 下記のとおり法人県民税の申告時期がまいりますので、３月中旬以降に別途

郵送される申告書（第１１号様式）及び納付書により、期限までにご申告・ご納

付をお願いします。 

記 

１ 申告の対象となる期間   令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

２ 申告の期限        令和６年４月３０日（火） 

３ 課税の根拠 

  地方税法第２４条第１項第３号、第５２条及び５３条 

  熊本県税条例第２６条、第３７条及び第３８条 

  熊本県水とみどりの森づくり条例第３条 

 

注）熊本県におきましては、収益事業を行わない公益法人等（収益事業を行わな

い特定非営利活動法人を除く）に対する法人県民税均等割の減免規定はありま

せん。 

 

 


